自民党が「恒久法」でねらっている内容とは？

自民党　「国際平和協力法案」の条文から
①自衛隊の海外派兵の要件の際限ない拡大
　　　　　　　　　　　　​​​​​―「必要」と認めれば派兵

第2条第3項　国際平和協力活動は、第一号に掲げる決議若しくは要請に基づき、又は第二号に掲げる事態に際して実施するものとする。

一　国際の平和及び安全の維持に係る国際社会の取組の実施に関する次に掲げる決議又は要請

　イ　国際連合の総会、安全保障理事会又は社会経済理事会の決議

　ロ　次に掲げる国際機関の要請

（1） 国際連合

（2） 国際連合の総会によって設立された機関、国際連合の専門機関又は我が国が締結した条約その他の国際約束によって設立された国際機関で政令で定めるもの
（3） 国際平和協力活動のいずれかに関する活動に係る実績又は専門的能力を有するものとして政令で定める国際機関

二　前号に掲げる決議又は要請がない場合における次に掲げる事態

　イ　次に掲げる要請に応じ我が国が国際的協調の下に活動を行うことが特に必要であると認める事態

（1） 武力紛争の当事者の合意に基づく要請

（2） （１）に掲げるもののほか、国際連合加盟国その他の国の要請

　ロ　イに掲げるもののほか、国際の平和及び安全を維持するため我が国として国際的協調の下　　　　　　　　

　　　に活動を行うことが特に必要であると認める事態

②　海外派兵される自衛隊の活動内容の大幅な拡大

　　　　　　　　　　　－「安全確保活動」、「警護活動」「船舶検査活動」も実行できる
第1条 （目的）この法律は、国際連合を中心として国際の平和及び安全の維持に係る多様な取　　　　　　　　　

組が行われていることを踏まえ、国及び国民の安全を保ち我が国の反映を維持するためには国際の平和及び安全の確保が不可欠であるとの認識の下に、人道復興支援活動、停戦監視活動、安全確保活動、警護活動、船舶検査活動及び後方支援活動（以下「国際平和協力活動」と総称する。）並びに物資協力、これらの実施の手続きその他の必要な事項を定め、このような取組に我が国として主体的かつ積極的に寄与することを目的とする。

③　自衛隊が武器使用の範囲を大幅に拡大

　　　　　　　　　　　－海外での自衛隊の武力行使に道を開くもの

　●「正当防衛」「緊急避難」でなく、任務遂行のための武器使用も認める
